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年利、％

2017/3　①6.25％　②6.67％　③6.68％

（月末値）
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（注）ﾑﾝﾊﾞｲ中央ﾋﾞｼﾞﾈｽ地区における平方ﾌｨｰﾄ当たり月額賃料。

グラフで見るインド経済 2017 年４月号（Ｎｏ．８８） 

インド景気は、企業部門の一部に若干の陰りもみられるが、総じて緩やかな回復基調にある。すなわち、２月

のコア産業生産指数が前年比+１．０％（前月は同+３．４％）と減速したものの、同月の輸出は同+１７．５％と６４

か月ぶりの高い伸びを記録した。３月の製造業ＰＭＩは５２．５（中立水準は５０）と前月に続き上向いている。「生

産」と「新規受注」がともに５か月ぶりの高水準となったことがＰＭＩを押し上げた。一方、家計部門をみると、２月の

乗用車販売台数は前年比+９．０％と前月の伸び（同+１４．４％）を下回ったものの、２か月連続で増加している。 

【今月のトピック：地方選の圧勝により経済改革に弾み】 モディ首相の率いるインド人民党は、３月１１日に開票された５

州の地方議会選挙で圧倒的な勝利を収めた。昨年１１月に実施した高額紙幣の廃止策は多くの庶民から支持され、大勝

の原因となったとされる。この結果、モディ首相は近年のインドの政権担当者が持ち得なかった政治的パワーを得た。イ

ンドでは物品サービス税の導入や金融機関の不良債権問題の処理など、懸案となっている経済問題がある。これらの課

題への対処に加え、直接投資にかかわる規制緩和などの経済改革に弾みが付くことが内外から期待されている。 

（出所）インド準備銀行、インド統計・計画実施省、ＯＥＣＤ、ＣＥＩＣ、ブルームバーグ 
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（注）各構成項目は全体の上昇率（総合）への寄与度を意味する。

グラフで見るインド経済 2017 年４月号 

（出所）インド統計・計画実施省、インド商工省・同経済諮問部・同通商情報統計局、インド自動車工業会、インド準備銀行、ＣＥＩＣ、ブルームバーグ 
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